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　項目9「companyの目的」：corporateの目的はprofitつまり「利益」「お金」であり、partnershipの目的はeconomic substance（経済的実体）だ。

　もう少し詳しく言うと、corporateの目的は「一般に受け入れられる」財・サービスの供給。一般に受け入れられるので、セイの法則：「供給は需要を創造する。」が成立し、その財・サービスには一般市場での「価格」が生じ、お金を対価とした「販売」が可能となる。結果、供給過剰でない限りprofitが生じることになる。
　つまり、「一般に受け入れられる」ものを目的とするときは、必ず、profitを目的としていると言い換えることが可能だ。

　「ケインズの美人投票」をもとに、「一般受け」ねらいの弱点について考えてみよう。　ケインズの美人投票とは、『一般理論』第12章の七にあるたとえ話だ。間宮陽介訳『一般理論』に齋藤流の翻訳し直しを若干加えて示すと：

玄人筋の投資は、以下の様な新聞紙上の美人コンテストになぞらえることが出来る。即ち、参加者は100枚の写真の中から最も美しい顔かたちの6人を選び出すことを要求され、参加者全員の平均的な選好に最も近い選択をした人に賞品が与えられるという趣向のコンテストになぞらえることが出来る。この様なコンテストでは、それぞれの参加者は自分が一番美しいと思う顔を選ぶのではなく、他の参加者の心を最も捉えそうだと思われる顔を選ばなければならない。全員が問題を同じ観点から見ているのである。ここでは、判断の限りを尽くして本当に最も美しい顔を選ぶということは問題ではないし、平均的な意見が最も美しいと本当に考えている顔を選ぶことさえ問題ではない。参加者は、自分達の知力を挙げて平均的意見が平均的意見だと見なしているものを予測するという、三次の次元に到達することになる。
･･･「一般受け」ねらいの弱点、お分かりになりましたか？　そう、それは、必ずしも「本当に最も美しい顔」 --- 勿論、そういう顔が存在するとしての話だが --- そういうobjective viewで見て真に最も美しい顔に、必ずしも、到達しないことだ。

　到達しないどころか往々にして、「一般受けねらい」は「すくみ、手詰まり、gridlock」
状態に陥る。何故なら、他人の「subjectivity」というか「心の内」は読めないものだからだ。なるほど、親（ちか）しいヒトの「心の内」はいつの間にか幾ばくか読めるようになる。しかし一般大衆の、特に個人主義が浸透した現代の一般大衆の「心の内」を読むのは極めて難しい。というか「不可能」と言って良いだろう。

「ケインズの美人投票」は1936年に使われたたとえ話だが、現在の日本の「失われた20年」をなにやら暗示しているようだ。
　他方、partnershipの目的であるeconomic substance（経済的実体）とは何か？　これはひと言では言えない。ただこれだけは言えるだろう。つまり、「一般に受け入れられる」ものを生み出そうとしているわけではない。あくまで「自分達が欲する」ものを生み出そうとしている。勿論たまたま「一般受け」し、一般市場において需要が生じ、均衡価格が成立し、余剰利益を生むかもしれないが、それは副産物に過ぎない。それをねらったものではない。だから、profitを目的としているとは言えない。

結局、「雲を掴むような話」に終始するが、暗喩で幾つか以下に説明してみよう。

暗喩（１）、「経済的実体」は「共通善」に似ている。そもそもが、経済的実体とは進化史年表の項目2にある様に1935年の米最高裁判決で、先ず「言葉ありき」で始まった概念であり、実体と言いながらその「実体」は具体的言語表現では定まっていない。その後、年表項目12に示したように2010年に、経済的実体とは：
A) 【結果】：当該取引によって、（連邦income taxの結果以外により）meaningfulに、当該納税者のeconomic positionが変化する。
B) 【目的】：連邦税による効果以外の実体的目的を有して、当該納税者が当該取引を行っている。
の二つの条件を満たすものとされた。しかし依然として「雲を掴むような話」であることに変わりはない。「これこれだ」と具体的に言えない。そう、経済的実体の把握は共通善の把握に似ている、と思われませんか？　実はこの話、コラム１９で既にした。再掲すると：
…そのとおり。オッと、この議論、読者の皆さん何かデジャ・ブを感じませんか？　そう、コラムその５で発した「共通善」とは何か、という問いにとても似ている。そこでは、

　…ここで大事なのは「共通善」の具体的内容は定めないこと。その存在は認めるが具体的内容は分からないとする。つまり「共通善が何であるかは超越存在である神だけが知っていて、本当のところは人間は与（あずか）り知らん」というわけだ。
…と論じた。「経済的実体」は「共通善」と似ている。良く考えるとこれは当然のことかもしれない。何故なら西洋におけるrights（権利）行使目的は、日本の様な「公共の福祉」実現ではなく、common good（共通善）開拓だ。当然、partnershipによる経済の目的が共通善と似たものになる。これはとても自然だ。
付言すれば、権利行使目的が「公共の福祉」実現である日本に、「一般受けねらい」のcorporateによる経済しか存在しないのも、これもまた至って当然のことといえるだろう。
　
　暗喩（２）：「教育」や「ヘルスケア・医療・健康」　これらに関連づけてオバマは経済的実体をcodifyした。進化史年表項目12に示したことだ。
　これもまた、経済的実体とは何なのかを考えるヒントを与える。つまり、日本人が普通に「経済的実体」と聞くと先ず思い浮かべるのは「お金」「利益」「GDP」だろう。しかしこれらが似つかわしくない領域が「教育」や「ヘルスケア・医療・健康」だ。早い話が、金儲けが目的の学校や病院には行きたくないと誰だって思うだろうということ。

つまり、我々の意に反して「経済的実体」とは「お金」「利益」「GDP」とは無縁とまでは言わないもののそれらとは違う次元に重きを置いたものだ、ということをオバマのHCERA2010（医療および教育負担抑制調整法）は暗に主張している。
　そう、経済的実体とは、お金で表せるとは限らない何らかの「価値」を生む行為を表す。ただだからといって、具体的に「これこれだ」とは決して言えないのだが．．．。
暗喩（３）：「かのように」「かの如く」。　経済的実体のClarification（詳解）であるIRC §7701 subsection(o)は、ここの最後の方にある。 また、その和訳を2010年HCERAから私が起こしたのがこれ。これらで、「雲を掴むような」詳解であることを各自確認しておいて頂きたい。

　条文として面白いのは(o)(5)(C) だ。過去完了形の仮定法でas ifが使われている。高校の英文法の授業で習って以来お目にかかったことが無い様な構文。その意味するところは：
或る取引に、この経済的実体法理が適用可能かどうか判断することは、このsubsessionが立法化されなかったかの如くに行わなければならない。

これを読むと私は、森鴎外の短編小説『かのように』を思い出す。その一節は：
秀麿は語を続いだ。「まあ、こうだ。君がさっきから怪物々々と云っている、その、かのようにだがね。あれは決して怪物ではない。かのようにがなくては、学問もなければ、芸術もない、宗教もない。人生のあらゆる価値のあるものは、かのようにを中心にしている。昔の人が人格のある単数の神や、複数の神の存在を信じて、その前に頭を屈かがめたように、僕はかのようにの前に敬虔けいけんに頭を屈める。その尊敬の情は熱烈ではないが、澄み切った、純潔な感情なのだ。･･･」

確かに、経済的実体と森鴎外とで「無いかの如くに」と「あるかの様に」との違いがあるが、大事なのは、何か「かの如く」「かの様な」漠とした存在を念頭に置かなければ、学問も芸術も宗教もない。人生のあらゆる価値のあるものもない、と言っていることだ。
　言い換えれば、即物的なもの、地上世界的なもの、世俗的なもの、一般的なもの、手で触れ目に見えるもの、だけでは、上手く世の中は回っていかないと言っているのだと思う。敷衍すれば、corporate経済だけでは経済は上手く回っていかない。あるいはもっと言えば、念頭に置いたものが漠というか超越的であればあるほど、人生において価値あるものは拡がっていく、と言っているのだと思う。読者の皆さんはどう思われますか？

　なお、§7701 subsection(o)(5)(C)は、西洋法の原則である「iusによる支配」即ち「lexはiusの自由を侵害してはならない」という原則を表したものだとも言える。つまり、米連邦政府としてはlexとしてこの様に漠とした「経済的実体」を説明するが、これとてもしiusにおける「経済的実体」のとらえ方に何らかの束縛や影響を与えるのならば、この漠とした説明すら「無かったこと」にしてくれ、ということ。　
　西洋社会での「iusによる支配」 --- 日本では「法の支配」と呼んでいるが、「法」と「法律」が区別できていないために、これが正確でないことはコラム１０１に説明した --- は、かくの如くに徹底している。
　なお、この「経済的実体」議論は、金融取引税（FTT）という提案につながっていく。つまり、経済的実体が伴わなくなりがちな金融取引（為替、株式、債券、先物、デリバティブなど）にこそ「税」をかけて抑制しよう、という提案。
　また、この「経済的実体」議論は、進化史年表項目13で示した「crowd funding」議論にもつながっていく。つまり、経済的実体を伴うだろうpartnership活動に資金提供する多人数の小額投資者からなるcrowd fundingには --- それも一種の金融取引ではあるが --- 租税回避や或る種の使途指定納税が可能なpartnership税制の恩恵を利用できる様にしようという提案。
　ただ、ここではこれ以上はこれらについて深入りしない。

　項目10「協業の基本的性質」：　それは、corporateではarm’s length（他人行儀な、よそよそしい、合理的）なものであり、partnershipではnon-arm’s length（「人間はスペアが効く部品ではない」という考えがその根底にある。）なものだ。
　これらの概念把握は、corporateとpartnershipの違いを把握する上で恐らく最も重要な事柄だ。今までも何度も触れたしこれからも何度も説明していく。そうした中で、受講者・読者の方々にはこれらの概念を掴んで頂きたい。　　今週は以上。来週も乞うご期待。
� 近年、secular stagnation（長期低迷）という言葉が囁かれるようになった。ひょっとするとこれもcorporateによる「一般受けねらい」経済の弱点を表した言葉かもしれない。
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